
平成２８年度　政府予算案（大阪府住宅まちづくり部関係）の決定内容
平成28年2月25日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	災害に強い住まいと都市の形成

１．密集市街地の整備

・国費の重点配分
・国費率の引き上げ

・地方債に関する特別措置

・老朽住宅の除却跡地の更地に対する固定
資産税の軽減　など
	◆概算要求の状況　国土交通省
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆　　５７４億円
（〔全〕　　９，０１８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，８５２億円
（〔全〕１兆　　９４７億円）
○密集市街地総合防災事業　　　　〔全〕　　　　　４８億円

（〔全〕　　　　　２４億円）

	〔全〕　　８，９８３億円
〔全〕１兆１，００２億円
〔全〕 　　　　 ２４億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・密集市街地の改善が国土強靭化アクションプラン2015に位置づけられた。

・国費率の引き上げ、地方債に関する特別措置等の制度拡充は実現していない。

・老朽住宅の除却跡地の更地に対する固定資産税の軽減制度については実現していない。

（国土交通省税制改正概要に、相続人に対する空家又は除却後の敷地における譲渡所得の特例措置が盛り込まれた。）

	

	２．住宅・建築物の耐震化の促進

・震災対策緊急促進事業の延長、国費率の引き上げ、税制優遇制度の拡充

・地方負担に対する特別交付税措置の拡充
・建物所有者などを特定できる仕組みの創設
・緊急支援事業の制度復活　など
	◆概算要求の状況　　国土交通省
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆　　５７４億円
（〔全〕　　９，０１８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，８５２億円

（〔全〕1兆　　９４７億円）
○耐震対策緊急促進事業　　　　　〔全〕　　　　１５５億円

（〔全〕　　　　１８０億円）

	〔全〕　　８，９８３億円

〔全〕１兆１，００２億円

〔全〕　　　　１２０億円
	※交付金については再掲

	
	◆予算項目以外の状況　
・耐震対策緊急促進事業の適用期限の延長（３年間）が盛り込まれた。

・耐震改修に係る単価の見直しが盛り込まれた。

・国費率の引き上げや耐震改修税制の拡充等は実現していない。

	

	３．社会資本整備総合交付金制度等の
充実強化

(1) 財源の確保と適正な配分
・府事業及び市町村事業が安定的かつ確実
に実施できるよう必要額の配分
	◆概算要求の状況　国土交通省
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆　　５７４億円
（〔全〕　　９，０１８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，８５２億円

（〔全〕1兆　　９４７億円）

	〔全〕　　８，９８３億円
〔全〕１兆１，００２億円

	※交付金については再掲

	(2) 公営住宅に係る制度の充実

・エレベーター設置事業等を「防災・安全
交付金」の対象事業とする

	◆予算項目以外の状況　
・要望内容に係る具体的な項目は見受けられない。
	

	活力と魅力ある都市空間の創造
１．うめきた２期の都市空間創造の推進

・基盤整備事業における国費の確保
・地方債に係る制度拡充
	◆概算要求の状況　国土交通省
○国際競争拠点都市整備事業　　　　　　　〔全〕　９３億円
（〔全〕　６８億円）

	　　　　〔全〕　７５億円

	

	
	◆予算項目以外の状況　
・鉄道地下化・新駅設置・土地区画整理などの基盤整備についての事業費確保は、一定予算措置される予定
・地方債に係る制度拡充は実現していない。

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．新たなエリアマネジメント手法の構築

(1) 法的な権限のもとで財源を確保できる
ＢＩＤ制度の創設
・エリアマネジメント団体への公共施設管
理の行政権の一部付与　など


	◆予算項目以外の状況　
・要望内容に係る具体的な項目は見受けられない。
	

	(2) コミュニティ再生機構（ＣＩＤ組織）の提案　～自律的PPP組織による泉北ニュータウンの再生～

・準自治体的な役割を担うPPP組織（CID
　組織）に係る必要な制度設計、財政的支援

	◆予算項目以外の状況　
・要望内容に係る具体的な項目は見受けられない。
	

	３．彩都東部地区の事業化の促進

・都市再生機構に対する適切な指導

	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な項目は見受けられない。
	

	安心してくらせる住まいと都市の実現
１．住宅確保要配慮者の居住の安定確保
・良質で低家賃な民間賃貸住宅の市場拡大


	◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る具体的な項目は見受けられないが、空家等を活用した住宅確保要配慮者向けの住宅整備に対する支援が引き続き盛り込まれている。
	

	２．空家対策の促進
・特定空家等の除却跡地の更地に対する固
定資産税の軽減

・空家等の実態把握に要する費用に対する
国費の確保

・特別交付税措置の早期明示

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」における「空家等」の対象拡大
	◆概算要求の状況　国土交通省
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆　　５７４億円
（〔全〕 　９，０１８億円）
○空き家対策総合支援事業 　　　　〔全〕　　　　　２０億円
（新規）


	〔全〕　　８，９８３億円

〔全〕　　　　　２０億円
	※交付金については再掲

	
	◆予算項目以外の状況　
・特定空家等の除却跡地の更地に対する固定資産税の軽減制度については実現していない。

（国土交通省税制改正概要に、相続人に対する空家又は除却後の敷地における譲渡所得の特例措置が盛り込まれた。）

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づく取組みを一層促進するため、新たな支援制度「空き家対策総合支援事業」の創設が盛り込まれた。


	

	３．建設発生土の適正処理のための法制度
の整備

(1) 建設発生土の適正処理に関する法律の制定
(2) 建設発生土の有効利用や適切な受入地の確保について

	◆予算項目以外の状況　
・要望内容に係る具体的な項目は見受けられない。
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
※金額上段：28年度要求額


（下段：27年度予算額）
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